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問い合わせ先
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
URL:http://www.nedo.go.jp/qinf/contact.html
TEL: 044-520-5271

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構

新エネルギー部バイオマスグループ 主査



IEA（国際エネルギー機関）

IEA（International Energy Agency：国際エネルギー機関）は，第1次石

油危機後の1974年に，キッシンジャー米国務長官（当時）の提唱を受

け、OECD枠内における自律的な機関として設立された。事務局所在

地はパリ。

＜参加要件＞

IEAの参加要件は，OECD加盟国（現在36か国）であって，かつ，備蓄基準（前年

の当該国の1日当たり石油純輸入量の90日分）を満たすこと。

＜現在の加盟国＞

現在の加盟国は，豪州，オーストリア，ベルギー，カナダ，チェコ，デンマーク，エ

ストニア，フィンランド，仏，独，ギリシャ，ハンガリー，アイルランド，伊，日本，ルク

センブルク，メキシコ，オランダ，ニュージーランド，ノルウェー，ポーランド，ポルト

ガル，韓国，スロバキア，スペイン，スウェーデン，スイス，トルコ，英国，米国（ア

ルファベット順）の30か国。

※中国，インドネシア，タイ，シンガポール，モロッコ，インド及びブラジル（参加順）

がアソシエーション国として，IEAとの協力を進めている 2/18



IEA（国際エネルギー機関）

＜目的＞

エネルギー安全保障の確保（Energy Security），経済成長（Economic 
Development），環境保護（Environmental Awareness），世界的なエン
ゲージメント（Engagement Worldwide）の「4つのE」を目標に掲げ，エネ
ルギー政策全般をカバー。
（1）石油・ガス供給途絶等の緊急時への準備・対応と市場の分析
（2）中長期の需給見通し （3）エネルギー源多様化
（4）電力セキュリティ （5）エネルギー技術・開発協力
（6）省エネルギーの研究・普及
（7）加盟国のエネルギー政策の相互審査
（8）非加盟国との協力 等に注力。

＜日本にとっての意義＞
・石油供給の大半を外国に依存する日本は，供給途絶の際，IEAの緊急時対応システ
ムにより裨益するところが大きく，IEAは日本のエネルギー安全保障上，極めて重要。
・エネルギー政策全般にわたる知見で高い国際的評価を得ているIEAは，知識ベースと
して，また，意見交換の場として重要。
・4～5年毎に実施される国別詳細審査等を通じてIEAが行う政策提言は，我が国のエ
ネルギー政策にとって有益なインプットとなり得る。
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ＩＥＡ理事会 IEA Governing Board
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国際エネルギー期間（ＩＥＡ）

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

ＴＣＰの位置づけについて

http://www.iea.org/about/structure/

ＩＥＡ 技術協力プログラム（ＴＣＰ）

ＴＣＰ
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■Bioenergy
■Hydrogen
■Photovoltaic Power Systems
■Wind Energy Systems
■Renewable Energy Technology Deployment

再生可能エネルギー作業
部会（REWP）

Working Party on 
Renewable Energy 

Technology

http://www.iea.org/tcp/

ＩＥＡ 技術協力プログラム（ＴＣＰ）

エネルギー最終用途
作業部会(EUWP) 
Energy End-Use

Technologies

■ Advanced Fuel Cell



IEA理事会（Governing Board）

エネルギー研究・技術委員会（CERT＊1）

再生可能エネルギー作業部会（REWP＊2）
＊2 Working Party on

Renewable Energy Technologies 

執行委員会（ExCo）

Task32

燃焼・
混焼

Task33

ガス化

Task34

急速
熱分解

Task36

固形
廃棄物

Task37

バイオガス

Task38

気候変動

Task39
液体バイオ
燃料

Task40
バリューチェー
ンの展開展望

IEA Bioenergy
現在、日本が参加

＊1 Committee on 
Energy Research and Technology

Task43

原料と市場

Task42

リファイナリ

10 Implementing Agreements

Bioenergy, Photovoltaic, Wind, Hydrogen, Hydropower, 
Renewable energy tech development, Solar heating/cooling,
Solar power and chemical energy, Geothermal, Ocean energy

IEA 機構図
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Task44
Flexible
bioenergy
and system
integration

Task45
Climate and
sustainability
effects of
bioenergy
within the
broader
bioeconomy



ExCo（Executive Committee）

協定加盟の各国政府代表機関(Contracting Parties)が出席する、

IEA Bioenergy ExCo Meeting（執行委員会）は、通常年2回開催され、前回からの課題

検討、Taskの進捗報告、会計監査結果、事務局報告、出版その他情報などについて

報告・審議が行われる。

新チェア（Jim Spaeth 米国）をリーダーとして、

今期3ヵ年（2019-2021）の活動計画およびTask構成を策定し、実行する

・第８３ExCo；2019年 5月 @オランダ ユトレヒト（今期３ヵ年活動計画承認）

・第８４ExCo；2019年10月 @エストニア（予定）

従来からの取組みとして参加各国のカントリーレポートを作成しており、相対的な理解

ができるデータを開示している。

一方で、各Taskの取組みとしてバイオリファイナリー、バイオエコノミーなどエネルギー以

外の副産物を得ることによる経済性などの議論も活発化する傾向である。
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https://www.ieabioenergy.com/iea-publications/country-reports/2018-

country-reports/



IEA Bioenergy relationship between Tasks
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Task 32 （燃焼・混焼） 概要

✓ 概要

木質系バイオマスの燃焼・混焼および燃料前処理技術を主な対象とし、住宅用

暖房器具から大型ボイラに至る各種バイオマス燃焼設備による発電・熱供給・

熱電併給のほか、他の再生可能エネルギとの複合熱利用も守備範囲とする。

年2回開催のTask Meetingで、実施テーマの審議・レビュー、バイオマスエネル

ギー普及に資する各国関連施策、最新技術の情報共有・討議を行うほか、報

告書の公開やワークショップ開催を通じて成果の普及・啓蒙活動を実施する。

✓ 2019-2021の参加国： 9
オーストリア、カナダ、デンマーク*、ドイツ、日本、オランダ、ノルウェー、

スウェーデン、スイス （* Taskリーダ）

✓ Task Meetings（年2回開催）

2018年度 コペンハーゲン（5月）、サンフランシスコ（11月）

2019年度 オスロ（6月）、グラーツ（1月）



Task 32 （燃焼・混焼） 2019-2021の活動

Title of Deliverable Type of Deliverable Lead Contributors

ペレットストーブの実性能試験方法 Report(Q1/2020) AT DE, SE, NO, CA, CH, DK

ストーブの低エミッション設計に関す
る技術指針

Report(Q4/2020) DK DE, AT, NO,CH

木質燃焼（住宅用／商業用）に起因
する大気汚染の軽減戦略

Internal Workshop
(Nov/2020) &

report(Q2/2021)
DE All member countries

ストーブ／小型ボイラの燃焼改善
Workshop in Graz

(Jan/2020) AT All member countries

バ イ オ マ ス の 産 業 用 熱 利 用
(Intertask project, Lead) Report(Q3/2021) NL All member countries

VRE大量導入エネルギシステムの調
整力としてのバイオマスCHP

Contribution to
intertask project SE CH, NL, DK

非木質固体バイオマス微粉化燃焼 Workshop(Q2/2020) CA DK and all member
countries

大規模CHPにおける木質チップ燃焼 Workshop(Jun/2020) DK SE, CA and all member
countries

ワークショップ、既刊レポート、Webinarなど： http://task32.ieabioenergy.com/



Task 32 （燃焼・混焼） カントリーレポート

✓ カナダ CA：

・CO2排出低減：2030年30%減、2050年80%減．

・BioHeat PJ：学校、病院等の公共施設で開始（熱利用/CHP）

✓ オーストリア AT

・バイオマス燃焼は１次エネルギー供給の20%（再エネの60%）

✓ デンマーク DK

・最終エネルギ消費の再エネ比率：50%（2030）、100%（2050）

・2016年 バイオマス燃焼は１次エネルギー供給の23%（再エネの76%）

・大規模石炭火力の殆どはバイオマスへ転換（現在もユニット改装中）

✓ オランダ NL

・2030年までに天然ガス田閉鎖（フローニンゲン）

⇒都市部：バイオマスによる地域熱供給ネットワークの構築推進へ

⇒都市部以外： ヒートポンプ／バイオマスボイラの拡大へ

✓ 日本 JP

・第5次エネルギー基本計画：再エネ主力電源化、ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用促進

・FIT：一般木材（>10MW）は入札制へ、石炭混焼のFIT除外（2019～）



Task 39 (液体バイオ燃料) 概要

目的

輸送用液体バイオ燃料（バイオエタノール、バイオディーゼル、バイオジェット）の

開発・普及促進のため、技術調査や情報交換、政策や市場・インフラ状況の調査

などの活動を行う。

参加国： 16カ国 ( 2019年, ヨーロッパ比率50% )

オーストラリア、 オーストリア、 ブラジル、 カナダ、 デンマーク、 EC、

ドイツ、 アイルランド、 日本、 オランダ、 ニュージーランド、 ノルウェイ、

南アフリカ、 韓国、 スウェーデン、 米国

ビジネスミーティング （ 年2回開催 ）

2018年 4月 中国 ： 北京

11月 アメリカ ： サンフランシスコ

2019年 5月 イタリア ： イスプラ

9月 スウェーデン： ストックホルム

2020年 3月 ブラジル ： サンパウロ



Task 39 (液体バイオ燃料) 2019-2021の活動

・次世代原料（非穀物系作物）からのバイオ燃料製造
・藻類原料に関する調査

・航空機や船舶などの長距離輸送用バイオ燃料
・次世代エンジン用バイオ燃料

・電気エネルギーの保存を手段としてのバイオ燃料製造
・副生物を想定した藻類バイオ燃料技術の調査
・製油所の高度化と製品の多様化

・バイオ燃料製造デモプラントのデータベース化
・LCAモデルの比較

・カントリーレポート 等



Task 39 (液体バイオ燃料) カントリーレポート

✓ ブラジル：

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰは水力とﾊﾞｲｵの比率が高い。

・RenovaBio政策の進展。

⇒ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ法: ﾊﾞｲｵ燃料(ｴﾀﾉｰﾙとﾃﾞｨｰｾﾞﾙ)生産と利用の

促進、さらにはﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ電気,ﾌﾚｯｸｽ燃料車両に対し税制優遇。

✓ ＥＣ (欧州委員会)

・RED-Ⅱ(Renewable Energy - Recast to 2030 <Ⅰ2009～,Ⅱ:2018～>:  

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ指令) 発行

⇒ 個体/液体/気体 すべてのバイオ燃料の包括的な持続可能性

基準の枠組みを策定。

✓ 日本

・第5次エネルギ基本計画： ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用促進

・NEDOでバイオジェット燃料の一貫製造プロセスに関するパイロット

スケール試験を実施

⇒ ガス化ＦＴ合成 と 藻類培養抽出 によりバイオジェット燃料を生産、

2020東京オリンピックパラリンピック時に本邦航空機で使用予定。



Task 40 (バリューチェーンの展開、展望)概要

目的

バイオエコノミーを切り口に持続可能なバイオマスのエネルギー利用のバリュー

チェーン展開について取り組む。

参加国： ７カ国 2019年2月現在 （*  Taskリーダ）

ドイツ*、日本、ベルギー、デンマーク、オランダ、スウェーデン、米国、（オーストリア）

活動内容（今期より日本もメンバーとして登録）

キックオフミーティングを開催（3ヵ年の期初に方針を策定）

タスクミーティングを開催（年２回程度）

他のタスクとの共同ワークショップ（WS)を開催

ＨＰにカントリーレポートなどを掲示

ビジネスミーティング

2019年 2月 スウェーデン ： ストックホルム（キックオフミーティング）

11月 ドイツ ： ベルリン（T45との共同WSあり）

2020年 3月頃 TBD ：



Task ４０参加の背景・目的
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• Task40は、IEA Bioenegyの「持続発展可能なバイオエネルギー国際
取引(trade)」に関するTaskとして２０１８年まで活動を実施してきたが、
2019年から新たなアクティビティとしての3か年を活動することになる。

• 2018年まで、日本（NEDO）は、前Task40にオブザーバーとして、不定
期の参加のみであったが、新たなTaskの目的は、現在、今後のNEDO
事業（バイオマスエネルギー、バイオ燃料関係事業等）にも密接に関
連しており、情報のキャッチアップが重要で、バイオマスを取り巻く国
際的な状況を把握する必要があるため、正式に参画した。

① バイオバリューチェーン展開に関する国際取引における技
術情報の収集や、課題の整理により日本の開発推進に繋ぐ。

② バイオマスバリューチェーンについての情報を広く入手
し、我が国としてのバイオマスエネルギー普及に関する
政策強化に繋げる。

参加目的



Task 40 (バリューチェーン) 2019-2021の活動

1. ワークプログラム１: 市場開拓
プレーヤー、政策や規制、技術課題等を整理したうえでの新規の地域バイオエ
ネルギー市場、既存のバイオエネルギー市場の地域展開、市場予測および航
空機、船舶バイオ燃料に対する指針、世界的かつ持続可能なバイオベースの
バリューチェーンについて検討する。

2. ワークプログラム２: バイオマスの産業熱利用とプロセス
工 業 分 野 で の 熱 利 用 に 関 す る 技 術 や 市 場 、 展 開 に つ いて 検 討 す る 。
BECCS/Uの適用などCO2に係る技術、その展開も含まれている。

3. ワークプログラム３: 展開への方針
技術面での障害、経済面での指針やバイオマスエネルギーが地球温暖化防止
に対しての役割、今後の展望等について検討する。
具体的には、世界の気温上昇を２℃より十分に低く（WB2；well below 2℃）抑え
る努力の追及やSGDｓ取組へのバイオエネルギーの役割なども含む。

各種レポート、HPアップデート 等



最後に・・・

IEA Bioenergyの活動は、世界の潮流を理解するために重要な情
報ソースの一つと考えられます。今後も、この活動に参画すること
で情報収集に努めたい。

＜日本での国際交流支援の例＞
2018年9月；IEA“Future perspectives of bioenergy
development in Asia”についてNEDOは積極的に支援。

2019年3月；フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）との
ADEME-NEDO合同セミナーの開催支援。
2019年10月；ドイツ連邦環境・自然保護・原子炉安全省
（BMUB）、ドイツ連邦経済・エネルギー省（BMWi）と共同で、日独
エネルギー・環境フォーラムを開催予定

近年は、これまでにない、この分野でのネットワーク形成に貢献して
おり、今後も積極的な関与を継続したい。
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